
＊デジタルサイネージ　公共空間など、あらゆる場所で、ディスプレイなどの電子的な表示機器を使って情報を発信するメディア。

　中小企業向け融資あっせん制度に、
新たに「中東情勢等緊急対策運転資金
融資あっせん制度」の創設と、借換資
金融資あっせん制度の拡充を行い、融
資に係る利子補給等の助成措置の財源
確保規定も整備する。

賛成全員で可決

工事請負契約の締結について

田無駅南口の工事がスタート
令和 10年春の完成に向けた工程は

介護保険条例の一部を改正する条例

介護保険料が特例減額されます

中小企業事業資金融資あっせん条例の
一部を改正する条例　ほか１件
中小企業者への融資あっせん制度の

拡充等を行います

      動画視聴はここから!
委員会中継QRコード
会議録が作成されると視聴は終了します

３つの分野に分かれて、議案や請願・陳情等を詳細に審査しています。
質疑の一部を紹介します。
全文は後日、会議録に掲載されます。公開予定は８面をご覧ください。

常任委員会の審査から

賛成全員で可決賛成全員で同意

　令和７年度、８年度ともに市民税が
非課税の方のうち、令和８年度の介護
保険料の算定の特例により課税とみな
される方に対し、非課税として判定す
る段階の保険料額まで減額するよう市
独自の改正を行う。

企画総務委員会 文教厚生委員会 建設環境委員会

　田無駅南口交通広場道路築造工事に
ついて、制限付一般競争入札を行った
ものの落札に至らず、最後まで応札の
あった業者と価格交渉を行い、８億
4,150万円で随意契約を締結した。工
期は令和10年３月中旬までを予定。

問　工事の進捗スケジュールや動線確
保、周辺店舗への配慮について伺う。
答　今年秋から地下工事を開始し、令
和９年度には歩道やシェルター設置を
進め、年末から舗装をし、完了予定。
車道工事中は車両乗入れ不可期間が発
生するため、安全な迂回路を検討し周
知徹底する。点字ブロック移設にも配
慮する。
問　「車止め」「ベンチ」等の設置意図
や仕様の詳細を伺う。
答　「脱着式車止め」は西側市道への車
両進入を防ぎつつ、非常時に緊急車両
が通行可能とする。「可動式ベンチ」は
にぎわい創出イベント時に移動・活用
する。「デジタルサイネージ＊」は電源
配置までを工事対象とし、設置は市と
する。「時計塔」はロータリー中央に設
置予定。「モニュメント」は南口歩道上
の石のオブジェを移設する。「シェル
ター」は直射日光を遮る多摩産材の木
製ルーバーを組み込んだ暑さ対策仕様
としている。

予算特別委員会の審査から

令和８年度補正予算
令和８年度の補正予算について、予算特別委員会で審査しました。質疑の一部を紹介します。詳細は後日、会議録に掲載されます。（公開予定は８面へ）

 一般会計（第３号）

障害福祉サービス等報酬改定への対応など
増額　315万5千円

主な補正内容

結果 賛成全員で可決

 一般会計（第４号）

問　本年4月から6月まで本事業を実施
していたが、こちらに関して施設側から
の声は。
答　給食食材費や燃料費等への継続支
援の要望が寄せられている。
問　手続が煩雑になっているが、手続方法
の見直しについて、見解は。
答　事業所等と意見交換をしながら、今
後検討する。

主な質疑

保育所等への支援

問　周知方法は。また、オンライン申請
に不慣れな事業所等への対応は。
答　案内は、全対象者にメールなどで直
接伝えるほか、事業所向けの専用ページ
を活用するなど、漏れなく案内する。手
続等不明な場合は、問合せに応じて丁寧
に対応する。

介護保険における
地域密着型サービス事業所への支援

中東情勢等による物価高騰対策として、国からの臨時交付金を活用した市独自の事業者
支援など� 増額　１億2,633万８千円

主な補正内容

結果 賛成全員で可決

問　事務処理やサービスにどのような影響があ
るのか。
答　今回の臨時の報酬改定では、事業者への報
酬、介護給付費、利用者の自己負担について、
それぞれ増額が見込まれる。

主な質疑

障害者福祉サービスの
自立支援システムを改修します

問　申請期間を４か月としたのはなぜ
か。
答　この制度は中東情勢の影響による
緊急対応として実施するものであり、
現在の経済状況や国の交付金の活用を
踏まえて、４か月としている。
問　あっせんの要件に平均売上額と平
均売上総利益の２つがある理由は。
答　物価高騰により、売上が増加して
いる事業者も多いが、仕入れや原材料
費、人件費などのコストが上昇している
ため、利益が減少している事業者も少
なくない。そのため、いずれかの状況
が該当する場合を対象とした。
問　中小企業等資金融資検討委員会
の報告書について、市の受け止めは。
答　市の融資制度は返済負担の軽減や
緊急性の高い支援策等を早急に検討す
る必要があるとの
意見を踏まえ、今
回の融資あっせん
制度の創設・拡充
を提案した。

問　今回の改正による対象者数は。ま
た、影響額はどのくらいか。
答　市の試算によると約70人であり、
影響額は320万円程度である。
問　本改正での減免分を、市が負担す
るのか。
答　保険料を減額した分については、
市の負担となる。
問　被保険者の申請を要さず市の職権
で減額するとしているが、その理由は。
答　理由の１点目は、申請漏れを生じ
させないため。２点目は、仮に賦課決
定後に保険料が減額となった場合、年
金からの特別徴収が中止となり、減額
後の保険料を納付書で納付いただく
など、納付義務者に負担を強いること
になってしまう。
そのため、申請
を要さず減額で
きる手続を採用
するものである。
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